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１）当論文は太田隆士の応用人間科学研究科修士論文
（2007年度）の一部である。

問題と目的

　我が国において，職場適応援助者（ジョブコ
ーチ）による支援が国の施策として本格的にス
タートしたのは，2002年の障害者雇用促進法改
正により職場適応援助者制度が設けられたとき

からであり，2005年度には305人の身体障害者，
2263人の知的障害者，380人の精神障害者，そ
の他100人の計3050人を支援対象者として，ジ
ョブコーチによる支援が行われた（高齢・障害
者雇用対策部障害者雇用対策課，2006）。精神
障害者など職業的に重度な障害のある人々への
支援ニーズの高まりや，福祉から一般就労への
移行が求められつつあるなかで，ジョブコーチ
による支援は障害者の就職及び職場定着に高い
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効果がある支援策として，これまで以上に期待
が高まっている（佐藤，2006）。具体的なジョ
ブコーチの支援として，職場開拓，職場での援
助，職場・関係機関・家族などの協力関係を作
り出し調整する（コーディネート），就職後の
継続支援（フォローアップ）といった「援助付
き雇用」の実現が一定の成果を上げてきたとい
える（刎田，2003）。しかし，ジョブコーチは，
職場の同僚などによる支援の定着を計り，自身
は職場からフェイディングしていくこと（太田，
2004）を念頭に置くということ，そして，対象
者がより自律的に仕事を行うことによって，就
労場面においても自己決定に根ざしたQOLの
拡大（望月，2000）に繋がるということを考慮
すれば，自分で自分の行動を積極的にモニター
し，かつコントロールするセルフ・マネージメ
ント・スキルの獲得を目的とした援助が必要に
なると考えられる。セルフ・マネージメントの
構成要素には，自己観察記録（self-monitoring），
自己評価（self-evaluation），自己強化（self-
reinforcement）の３つの段階があり，自己評
価は自己観察記録が出来ていることが前提で，
自己強化は自己評価が出来ていることが前提で
あるとされている（King-Sears & Carpenter, 
1997）
　具体的な研究として，山本（1999）は，セル
フ・マネージメント・スキルを自己教示，課題
遂行，次課題選択，完了報告の４個の行動要素
に分けてそれぞれを学習することで，第３者か
らの指示を最小限にした状況で複数の課題をひ
とりで遂行する行動が獲得され，課題間，課題
量，場面間，聞き手間，家庭場面において般化
したことを示している。また，Christian & 
Poling（1997）は，レストランで働く２名の軽
度知的障害を有する成人女性に対し，自己教示，
自己観察，自己強化といったセルフ・マネージ
メントの手続きを用いた援助付き雇用により，
障害を持たない同僚の80％程度の生産力を上げ

ることが出来たと報告している。
　また，Hughes & Rush（1989）では，重度
の発達障害を持つ成人２名に自己教示と複数の
見本による訓練を合わせて行うことで，仕事に
関連した問題行動の解消と自己教示の行動形成
に効果があり，仕事の独立性が高まったと報告
している。このように就労現場や教育的な側面
からも障害を持つ個人がセルフ・マネージメン
ト・スキルを学習し獲得することは，家族や援
助者の負担も軽減しつつ，自律的に社会生活を
営むための重要な手段になりうることを示唆し
ている。
　このような背景を基に本研究は，2004年度か
ら生活産業科（職業専門学科）を開設したＮ総
合支援学校で，200Ｘ年10月中旬から11月中旬
にかけて行われたＨ保養所での職場体験実習に
学生ジョブコーチという立場で参加する中で，
生徒が他者からの評価を次の作業の弁別刺激に
するのではなく，自律的な行動で作業を遂行し，
確認し，評価し，自らの行動を強化するといっ
た，セルフ・マネージメント・スキルの獲得を
標的行動として検討を行った。

方　法

１）対象生徒

　対象生徒（以下Ｔ）は実習開始当時16歳で，
Ｎ総合支援学校高等部の生活産業科に在籍する
１年生の男児であった。医療機関により知的障
害と自閉症傾向を持つと診断され，また，てん
かん発作があるため日常的に薬を服用してい
る。担任教師の話では質問や指示に対して「は
い」，「わかりました」等の返答はするが行動結
果が伴わないために，実際に指示を理解してい
るのかどうか明らかではないということだっ
た。また，校内実習であるメンテナンスやクリ
ーニング作業の際にも「できました」という報
告はするがゴミや埃を取り除くことが難しい，



総合支援学校高等部生徒の職場体験実習における機能分析とセルフ・マネージメント行動の獲得に向けて（太田・稲生・松田・望月）

109

衣服に皺が残っているといった状態であった。
授業中には教師が説明した板書や説明をノート
に自発的に書写することはせずに，ノートに絵
を書いたり，別の作業をしたりする行動が見ら
れた。ただし，教師から板書を書写することや，
説明したことをノートに書くように指示があっ
た場合，単語や文章を書写すること，また分か
らない単語については教師に質問することも出
来た。日常的なコミュニケーションについても，
学生ジョブコーチからの声かけや質問に対して
適切に答えることが出来ていた。

２）実習場所

　Ｋ市内の観光地にあるＨ保養所（温泉施設完
備の宿泊施設）において職場体験実習を行った。
浴室に隣接する男女脱衣所を２時間以内に清掃
することが実習先で求められる職務内容であっ
た。Ｈ保養所が選択された理由として，他の実
習先と比較して実習時間が短いこと，職務内容
が複雑でないことなどから，今回が初めての実
習であるＴにとって適切な実習先であると考え
られたからである。Ｈ保養所ではＴが実習に入
る以前から，Ｎ総合養護学校の生徒が実習に参
加しており，障害を持つ生徒に対しての職員の
理解は高いと思われた。

３）作業内容

　男女脱衣所の全体整理，タオルの整理（タオ
ル入れから黄色いバスタオルを１枚取り出して
広げて床に敷く，10時までにリネン室にタオル
を持っていく），鏡を拭く（洗面台に設置され
ている鏡の埃や指紋や洗剤などの汚れを拭き取
る，洗面台を拭く（髪の毛や水の飛び散り，水
滴跡などの汚れを拭き取る，蛇口の水滴を拭き
取り磨く），脱衣棚を拭く（かごの中のゴミを
払い，棚の中を拭く），ロッカーを拭く（ロッ
カーの扉を開けて白いタオルで中を拭き，忘れ
物がある場合棚の上におく），床掃除（掃除機

をフローリング全体とマットにかけて，髪の毛
や埃等のゴミを取り除く）を時間内に終了させ
ることが主な業務であった。

４）実習期間

　職場体験実習は，200Ｘ年10月中旬から11月
中旬の午前９時から午前11時までの期間内に週
３回（土日を除く），併せて15日間行われた。

５）実習指導者

　実習担当教員からＴにインストラクションが
あった初日を除いて，参加した学生ジョブコー
チ３名による観察記録と直接支援が行われた。
学生ジョブコーチは常時２名が実習に付き添
い，一方が直接支援，他方が観察記録を行った。
筆者は15日間のうち13日間付き添い，Ｔに直接
支援を行った。また，清掃作業終了後にＨ保養
所の担当職員からＴに対して清掃作業の評価が
与えられた。直接支援におけるプロンプトレベ
ルは，介入度の低い順から「言語指示」「モデ
リング」「身体補助」「代行」とした。具体的な
プロンプトの与え方として，言語的指示は，Ｔ
が次の作業を行う前に立ち止まる行動や，「ど
うしたらいいですか」と質問をした時に，「次
はタオルを持ってきてください」などのプロン
プトを与えた。モデリングは，ドライヤーの巻
き方などが正しい方法ではなかった時に，間違
いを指摘してから，Ｔの目前で学生ジョブコー
チが実演を行った。代行は時間内に作業が終わ
らなかった場合，Ｔの代わりに学生ジョブコー
チが清掃作業を行うこととした（身体補助は行
わなかったので省略する）。

６）手続き

　①支援を決定するまでの経緯：Ｔが実習を開
始した１週目に課題として挙がったことは，指
定された時間内に男女脱衣所の清掃をすること
が出来ないということであった。理由として，



立命館人間科学研究　第17号　2008．8

110

作業の順序や方法が理解出来ていない為に，作
業毎にプロンプトが入るということ，Ｔの作業
スピードが遅いことなどが考えられた。この課
題に対しては，学生ジョブコーチと実習担当教
員，担当職員と話し合った結果，先ずはひとつ
の脱衣所を確実に自立して行うということを目
標にし，翌週から一つの浴室だけを清掃させて
いただくようにＨ保養所に依頼した。
　実習開始から２週目に明らかになってきた課
題は，一つの作業終了毎にＴから学生ジョブコ
ーチに対して，「できました」「終わりました」
などの報告行動が必要以上と思われるほど頻回
になされたことであった。それに加えて，Ｔが
「できました」と完了報告をするにもかかわら
ず，実際には必ずしもゴミや埃が完全には取り
除かれていなかったため，作業内容を指導者が
その都度確認し指示をする必要があった。
　②介入方針：この頻回な報告と不完全な作業
遂行は，この時点でのＴの清掃行動をめぐって，
指導者との関係において同一の随伴性（機能）
に基づいて維持されていると推測された。すな
わち，Ｔの清掃行動は，自らの行動の結果を確
認し，それを弁別刺激として次に進むという自
律的なものではなく，仕事の仕上がりとは無関
係に，他者からの評価と指示を確立操作として
次の作業に移るという随伴性が定着している為
であると推察された（Table１参照）。以上の
点を踏まえて，一つの作業が終わった後にＴ自
身の弁別刺激で次の作業に移ることが出来るこ
と，Ｔがゴミや埃が取り除かれた状態に対して，
「できました」という完了報告を行えるように
作業チェック表が考案された。作業チェック表
を導入する対象とした作業として，課題分析の
順に「化粧水の移動」「鏡拭き」「洗面台」「化
粧水を並べる」「棚を拭く」「ロッカーを拭く」
「床に掃除機をかける」「床にワイパーをかける」
の８作業が選ばれた。

７）標的行動

　学生ジョブコーチによる直接支援と物理的環
境設定によるＴの作業パフォーマンスの向上，
他者の評価を弁別刺激として次の作業に移るの
ではなく，Ｔ自身の自己観察・自己評価・自己
強化によって次の作業に移るセルフ・マネージ
メント・スキルの形成を標的行動とした。

８）実験デザイン

　実験デザインは，ベースライン，介入１，介
入２から構成されたチェインジング・コンディ
ション・デザイン（ABCデザイン）で行われた。
　①ベースライン：実習初日である17日は，実
習担当教員からＴに対して全課題プロンプト付
きのインストラクションが行われた。学生ジョ
ブコーチからＴに対しての直接支援が始まった
18日から24日までの３日間をベースライン期と
して，Ｔの自立反応，プロンプトの記録などを
行った。
　②介入１（物理的環境設定）：ベースライン
期では，男女脱衣所の２部屋を清掃することが
求められたが，介入１では物理的環境設定の変
更として，男女脱衣所のどちらか１部屋のみ清
掃させていただけるように職員に依頼した。
　③介入２（作業チェック表の導入）：作業チ
ェック表を導入する前の２日間を完了報告に対
しての言行一致のベースライン期として記録を
行った。ベースライン期では，Ｔからの報告行
動に対して，学生ジョブコーチが報告しないよ
うに指示を行った。介入２では，Ｔ自身の作業
評価と弁別刺激で次の作業に移ることが出来る
こと，Ｔがゴミや埃を取り除いた状態に対して，
「できました」という完了報告を随伴（言行一致）
させることを目的として作業チェック表を導入
した。具体的な手続きとして，一つの作業が終
わった後に，Ｔが作業チェック表の「おわった」
欄に○印を付け（自己観察記録），自分でゴミ
や髪の毛が落ちていないかを確認した後に，当
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該の作業が完了していると判断すれば「かくに
ん」欄に○印を付けるように教示をした（自己
評価）。次に学生ジョブコーチが確認してゴミ
や髪の毛が落ちていなければ「ＪＣのかくにん」
欄に○印（ゴミが落ちていた時には△印）を記
入した。「ＪＣのかくにん」が○であれば，あ
らかじめ用意しておいたシールの中から好きな
シール（大きいシールを含む）をＴが選択して
作業チェック表に貼った（自己強化）。「ＪＣの
かくにん」が△であった場合，大きいシールを
除いた小さなシールの中からＴが選択したシー
ルを作業チェック表に貼った（Table２）。また，
作業チェック表はＴが清掃作業中，浴室の中央
にあるテーブルに置いておき，一つの作業終了
後に「おわった」「かくにん」欄に記入するこ
ととした。

９）従属変数

　Ｔの清掃作業に対する課題達成率と，「でき
ました」「終わりました」「次いっていいですか」
という報告・確認行動の回数と，「できました」
という完了報告に対しての言行一致率（Ｔと学
生ジョブコーチの作業評価一致率）を従属変数
とした。各作業遂行における達成基準として，
鏡を拭く作業は，「洗面台に設置されている鏡
のほこりや指紋や洗剤などの汚れを全て拭き取

ること」，洗面台を拭く作業は，「髪の毛や水の
飛び散り，水滴跡などの汚れを拭き取る，蛇口
の水滴や指紋を拭き取り磨くこと」，脱衣棚を
拭く作業は，「かごの中のゴミを払い，棚の中
を拭くこと」，ロッカーを拭く作業は，「ロッカ
ーの扉を開けて白いタオルで中を拭き，忘れ物
がある場合棚の上におくこと」，床掃除は「掃
除機をフローリング全体とマットにかけて，全
ての髪の毛やほこり等のゴミを取り除くこと」
とした。

結　果

⑴全課題達成率

　Figure １より，脱衣所清掃業務におけるＴ
の全課題達成率はベースライン期が始まった18

日で34％，21日には27％に低下した。24日には
55％に上昇したが，これは２部屋ではなく１部
屋のみの全課題達成率を示しているので，24日
のＴの全課題達成率は，パフォーマンスの向上
を示すものではない。また，18日から24日まで
のベースライン期の全課題達成率の平均は39％
であった。物理的環境設定として，２部屋の清
掃から１部屋の清掃業務に変更した介入１で
は，25日に全課題達成率が81％に上昇した。28

日には70％に低下したが，ベースライン期と比

Table1．ベースラインのABC査定

Table2．介入２のABC査定



立命館人間科学研究　第17号　2008．8

112

較して全課題達成率は高い傾向を示し，介入１

における全課題達成率の平均は74％まで上昇し
た。しかしながら，31日に全課題達成率が82％
を記録してから，１日が73％，4日が72％，７

日が68％と全課題達成率は低下し続けており，
自律的な作業遂行が出来ているとは言えない状
況であった。
　作業チェック表を導入した介入２では，8日
の全課題達成率は89％，11日には81％，14日に
は88％，15日には91％，18には92％を示し，全
課題達成率の平均は88％まで上昇した。介入１

と比較しても安定して高い全課題達成率を示
し，作業チェック表がＴの自律的な作業遂行を
促した。
⑵自立反応とプロンプトの割合の経過

　Figure２に自立反応とプロンプトの割合の
経過を示した。Figure２によると，ベースライ
ン期である18日には言語指示が49％，代行が16

％であった。21日には言語指示が17％，代行が
47％になり，学生ジョブコーチによる作業代行
が30％以上増加した。Ｈ保養所の事情で，１部
屋のみの清掃業務に変更された24日においても
言語指示33％，代行11％とプロンプトが50％近

くに達した。介入１になると25日には言語指示
が15％，代行が４％，28日には代行がなくなり，
プロンプトは言語指示のみで30％となった。31

日には言語指示が11％，代行が７％，自立反応
率が82％と高い数値を示した。しかし，１日か
ら７日にかけて学生ジョブコーチの作業代行の
プロンプトが抜けなかった為，Ｔが学生ジョブ
コーチに作業を依存する傾向は続いた。自立的
な作業遂行を促す作業チェック表を導入した介
入２では，８日には言語指示が11％，11日には
19％，14日には12％，15日には９％まで減少し
た。また，８日から18日にかけて代行がなくな
り，Ｔが学生ジョブコーチに作業を依存せずに，
時間内に全ての作業に取り組むことが出来るよ
うになったことを示した。
⑶ 報告・確認行動数の推移と完了報告に対して

の言行一致率

　Figure３にＴの報告行動数の推移，Figure
４にＴの「できました」という完了報告に対し
ての言行一致率を示した。
　Figure３により，報告数に関しては作業チェ
ック表を導入することで平均18回から平均４回
に減少した。介入２の８日には４回，11日には

Figure1．脱衣所清掃業務におけるＴの全課題達成率

ＢＬ（ベースライン期）の中で24日は，Ｈ保養所の事情で２部屋の清掃作業ではなく，１部屋のみの
清掃作業に変更された（破線は各条件の平均値を表す）。
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報告回数が10回に上昇したが，14日には３回，
15日には１回，18日には２回とそれぞれベース
ライン期と比較して大幅に減少した。
　Figure４によると，ＢＬ（ベースライン期）
の言行一致率は，４日には25％，７日には33％
を示し，言行一致率の平均は29％だった。Ｔの
自律的な行動を促す作業チェック表を導入した
介入２の言行一致率は，８日には75％，11日に
は57％，14日には43％と介入３日目まで漸次低

下するという結果となった。しかし，15日には
83％，18日には86％の言行一致率を示した。こ
れは，作業チェック表を導入した当初，一致し
ていなかったＴと学生ジョブコーチの作業評価
の基準が，徐々にではあるが一致してきたこと
を示している。安定した傾向は示していないが，
ベースライン期と比較して介入２の効果はあっ
たといえる。

Figure2．自立反応とプロンプトの割合の経過

ＢＬ（ベースライン期）では，言語指示と代行がプロンプトの大半を占めていたが，介入１では３割程度に
減少した。介入２においては代行がなくなり，Ｔが全ての作業に取り組むことが出来るようになった。

Figure3．Ｔの報告・確認行動数の推移

Ｔの報告・確認行動は，ＢＬ（ベースライン期）では
平均18回であったが，作業チェック表を導入した８日
以降，平均４回に減少した（破線は介入２の平均回数
を表す）。

Figure4．「できました」という完了報告に対し
ての言行一致率（作業評価一致率）

学生ジョブコーチとＴの作業評価一致率は，実習終了
前の２日間において，一致率が上昇する結果となった
（破線は各条件の言行一致率の平均）。
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考　察

　本研究では，Ｈ保養所での職場体験実習に学
生ジョブコーチとして参加する中で，Ｔに必要
とされる支援方法や物理的環境設定を明らかに
し，作業におけるパフォーマンスの向上を図る
ことを検討した。具体的には，Ｔが他者からの
評価を次の作業の弁別刺激にするのではなく，
自律的な行動で作業を遂行し，確認し，評価し，
自らの行動を強化するといった，セルフ・マネ
ージメント・スキルの獲得と，ゴミや埃を取り
除いた状態に対して，「できました」という完
了報告を随伴（言行一致）させることを標的行
動として研究を行った。上記を標的行動とした
理由として，実習が進行する中で明らかになっ
たＴの「できました」という完了報告は，課題
分析表と機能査定に基づく分析の結果，自律的
な作業遂行の為ではなく他者からの作業評価を
次の作業の弁別刺激にしていたということが推
定されたからである。そこで，Ｔの報告行動の
代替となる機能的に等価な適応的行動を形成す
る為に作業チェック表を導入し，自律的な作業
遂行を可能にするセルフ・マネージメント・ス
キルの形成を目的とした。
　結果として，Ｔの全課題達成率はベースライ
ン期において平均39％であったが，介入１では
74％，介入２では88％まで上昇した。この結果
を見れば，男女脱衣所の清掃作業から，男女脱
衣所のどちらか１部屋のみの清掃作業に変更す
る物理的環境設定を導入した介入１，作業チェ
ック表を導入した介入２の効果はあったといえ
よう。また，プロンプトの割合についてもベー
スライン期までは大半を占めていた作業代行が
介入２では無くなり，作業チェック表が自律し
た作業遂行を促したと考えられる。
　本実践において示された，全課題達成率の安
定した高い水準の維持，作業評価一致率の上昇，

確認・報告行動数の減少という結果から，作業
チェック表を用いて作業を行うことで，Ｔが他
者からの指示や評価を次の作業の弁別刺激とす
るのではなく，自律して作業を遂行するセル
フ・マネージメント・スキルを形成することが
出来たのではないかと考えられる。また，本研
究では，自己評価は自己観察記録が出来ている
ことが前提で，自己強化は自己評価が出来てい
ることが前提であるとされるセルフ・マネージ
メント・スキル獲得の段階的な手続きを踏まな
くても，作業チェック表のような支援ツール（高
畑，2004）があれば，自分で自分の作業を観察
し，評価し，強化することで作業を遂行するセ
ルフ・マネージメント・スキルが獲得出来るの
ではないかということを示唆している。しかし
ながら，セルフ・マネージメントを促す作業チ
ェック表の導入は，作業チェック表を使用しな
がら清掃することが出来るという環境設定と実
習先に環境設定が定着するように要請する援護
が重要であると考えられる。また，自己強化に
よって維持されている行動も，必ず第３者によ
る外的な社会的強化によって支えられている
（Thoresen, &Mahoney, 1974）ことから，学生
ジョブコーチ，又は，実習先の職員による作業
評価がＴの自律した行動の維持にとっては不可
欠になるだろう。
　作業チェック表が機能した理由としては，①
Ｔの「できました」という完了報告と作業チェ
ック表による「おわった」「かくにん」欄は，
言語行動と書字という異なるモードであるけれ
ども，機能的に等価な完了報告という役割を果
たしたということ，②作業チェック表の作業項
目に視覚刺激である写真を貼ることで，自閉症
児・者にとって効果的な支援法であるスケジュ
ールの視覚的な構造化がなされ，次の作業に対
しての弁別刺激になったこと，③言行一致に対
してのフィードバックとして，学生ジョブコー
チとＴの作業評価が一致した時にはＴに大きい
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シール（Ｔが選択した好きなシール），一致し
なかった時は小さなシールを貼るといった区別
をしたことにより，Ｔの確認行動を強化する随
伴性が確立（柏木，1977）されたからではない
かと考えられる。
　今後の課題としては，作業チェック表を使用
したセルフ・マネージメント・スキル獲得の般
化手続き，つまり，別の実習先においても作業
チェック表を用いた自律的な作業遂行が可能で
あるか，また，同じ実習先であれば，作業チェ
ック表がなくても自己観察，自己評価，自己強
化に基づく作業が可能であるのかについても検
討していく必要があるだろう。
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